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本市は、平成２６年度会計の歳入において、個人市民税や法人市民税が当初見込み額

を大幅に下回るとともに、普通交付税が対前年度比で大幅な減額となったこととあわせ

て、歳出においても、消費税率の引上げや電気料金の値上げ、豪雪による除排雪経費の

増加を受け、財政状況が急激に悪化した。 

これを受け、本市は、早急な収支改善を実現し、中長期的な収支の均衡を図り、持続

可能な財政運営への転換を目指すため「米沢市財政健全化計画」（以下「健全化計画」と

いう。）を策定することとした。 

 

このことを受け、本議会としても、本市がおかれている厳しい財政状況を克服し、将

来に向け夢の持てる米沢市とするため、市財政のあり方・健全化に対する考え方を発信

していく必要性があると考え、平成２７年６月に議長からの諮問を受け、本議会に財政

健全化検討委員会が設置されたところである。 

 

本検討委員会が議会としての財政健全化策を検討するにあたっては、本市財政の現在

の状況等について全議員の現状認識の共有化を図るために、平成２６年度の財政状況を

中心とした勉強会を開催するとともに、本市の財政を客観的に俯瞰するため、総務省が

公表している全国自治体の財政分析を基に、人口規模及び産業構造により分類している

いわゆる類似団体のなかから、人口や面積等が近似する５市を抽出し、比較検討を行っ

たものである。 

 

我が国全体が今まで経験したことのない人口減少時代に突入しているなか、本市財政

を取り巻く状況は一段と厳しいものがあるが、この危機を乗り切り、今後とも持続可能

な自治体運営を行っていくためには、市民の総力を結集して財政健全化に取組む必要が

ある。 

そのためには、市としての説明責任を十分に果たし、市民の理解を得ていくことをつ

よく望むものである。 

 

 

                    平成２７年１０月３０日 

 

                    米沢市議会財政健全化検討委員会 

                      委員長 島 軒  純 一  

Ⅰ はじめに 
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１．健全化策を検討するにあたって 

本検討委員会において本市財政の健全化策を検討するにあたっては、財政構造の硬直

化の目安である経常収支比率  の改善を図ることが重要であると考え、比較対象とし

て３～５程度の自治体を選定することとした。 

対象を選定するにあたって、財政構造は、産業構造及び人口等による影響が大きいと

して、総務省が全国の自治体を人口規模及び産業構造により分類している、いわゆる類

似団体（表１）のⅡ－１のうち、人口や面積が近似する３市及び降雪地帯で人口と面積

の割合（人口密度）が近似する２市の合わせて５市（表 2）を抽出し、既に公表されて

いる平成25年度の決算における財政諸表を基に、本市と合わせた６市（以下「他団体」

という。）での比較検討を行ったものである。 

 ※１ 地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、公債費のように 

   毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財源の額が、地方税、普通交付 

   税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）、減収補てん債特例分及び 

   臨時財政対策債の合計額に占める割合。 

 表１ 市類型区分一覧（平成25年度） 

      産業構造 
 

人 口 

Ⅱ次、Ⅲ次 95％以上 Ⅱ次、Ⅲ次 95％未満 

計 Ⅲ次 65％以上 Ⅲ次 65％未満 Ⅲ次 55％以上 Ⅲ次 5％未満 

３ ２ １ ０ 

 50,000 人未満 Ⅰ   ７（  ７）  １２（ １２） １６７（１７２）  ６２（ ６２） ２４８（２５３） 

 50,000 人 
 ～100,000 人 

Ⅱ  １２（ １２）  １９（ ２０） １９０（１９８）  ３８（ ４０） ２５９（２７０） 

100,000 人 
 ～150,000 人 

Ⅲ   ８（  ８）   －（  －）  ８６（ ８８）  １１（ １１） １０５（１０７） 

150,000 人以上 Ⅳ   ２（  ２）   ２（  ２）  ５０（ ５０）   ４（  ４）  ５８（ ５８） 

計  ２９（ ２９）  ３３（ ３４） ４９３（５０８） １１５（１１７）  ５８（ ５８） 

 （注）① 上記の表は、総務省ホームページに掲載してある市町村類型区分一覧から市部を抜粋したものです。 
 
    ② 政令指定都市（２０団体）、特別区（２３団体）、中核市（４２団体）、特例市（４０団体）はそ 

     れぞれ１類型のため、上記一覧から除外されています。 

      なお、それぞれの人口要件等は、平成２５年における地方自治法の規定では、政令指定都市（人口 

     ５０万人以上の市）、特別区（都の区）、中核市（人口３０万人以上の市）、特例市（人口２０万人 

     以上の市。ただし、施行時特例市は、平成３２年３月３１日まで人口２０万未満であっても中核市の 

     指定を受けることができる。）です。ただし、平成２６年の法改正により、中核市の人口要件が２０ 

     万人以上となり、特例市の規定は廃止されております。 
 
    ③ 産業構造におけるローマ数字は、それぞれ２次産業、３次産業となります。 
 
    ④ （  ）外は選定団体数、（  ）内は該当団体数を示します。（選定団体とは、標準的な財政運 

     営を行っている市として、平年と比べ財政における数値が著しく相違していないことなどの基準によ 

     り選定されたもので、総務省における指数表算定にあたって選定された団体のことを指します。） 
 
    ⑤ 人口及び産業構造は平成２２年国勢調査によります。なお、産業構造の比率は、分母を就業人口総 

     数（分類不能の産業を含む。）とし、分子のⅡ次、Ⅲ次就業人口には分類不能の産業を含めずに算出 

     しています。 
 
    ⑥ 市町村数は平成２６年３月３１日現在の数値です。 

 

※１ 

Ⅱ 健全な財政運営のために 
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 表２ 財政状況比較対象市一覧 

№ 市 名 人口(人) 面積(㎢) 世帯数(戸) 経常収支比率 財政力指数 人口密度(人/㎢) 

－ 米沢市 ８４，９４５ ５４８．５１ ３２，６９７ ９５．３ ０．５３４ １５４．８６ 

１ 岩見沢市 ８６，０５４ ４８１．０２ ４２，２４３ ９２．５ ０．３７０ １７８．９０ 

２ 北上市 ９３，７６９ ４３７．５５ ３５，９７７ ８５．８ ０．６７９ ２１４．３０ 

３ 横手市 ９５，９３９ ６９２．８０ ３４，５４６ ８７．０ ０．３３９ １３８．４８ 

４ 福知山市 ８０，６３２ ５５２．５４ ３５，６８９ ８９．５ ０．５３８ １４６．０２ 

５ 中津市 ８５，３７８ ４９１．５４ ３７，８８５ ９０．９ ０．５１１ １７３．６９ 
 
 （注）① 平成２５年度の類似団体区分のⅡ－１（１９８団体）のなかで、本市と面積及び人口がプラス・マ 

     イナス 25％以内の市及び降雪地で人口密度が米沢に近似している市を選定したものです。 
 
    ② 人口及び世帯数は、平成２７年１月１日現在の総務省の {【総計】市区町村別人口、人口動態及び 

     世帯数} データを利用しております。 
 
    ③ 経常収支比率は、平成２５年度の数値です。 
 
    ④ 財政力指数は、通常基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均値とな 

     りますが、データ化されている資料の関係から上記の数値は、平成２５年度単年度の数値となります。 

 

２．健全化策について 

国においても総人口が減少に転じ、本市においても急激な早さで人口減少が進んだ

ことにより、市税を中心とした歳入が減少するなか、国は、地方の景気は回復しつつあ

るとして、来年度の概算要求でも地方税収の増加による地方交付税総額の縮小とリー

マンショック後の景気対策としての特別加算枠の廃止を行うこととしている。 

しかし、本市における景気の回復の実感は乏しく、法人市民税の大幅な伸びは期待で

きないとともに、個人市民税についても、労働人口の減少、総所得の減少傾向により増

収は期待できないものとなっている。 

また、市庁舎をはじめとして、高度経済成長期以降に整備されてきた公共施設が随時

更新時期を迎えるとともに、高齢化の進展による社会保障費の増大などにより歳入の

減少に歳出の削減が追い付かない状況にあることから、早急に今後の財政運営の指針

となるべき計画を作成し、様々な施策を講じることが喫緊の課題となっている。 

以上のことを受け、以下の点について提言を行うものである。 

 

（１）健全な財政運営のために 

  ① 本市の重要施策とのかかわり 

米沢市まちづくり総合計画の基本構想と基本計画を基に、今後第 1 期実施計画

が策定されることになるが、本市が目指すべき将来をより分かりやすく市民に明

示し、基本計画に盛り込まれた施策のなかでも、特に実施する必要があると考え

る施策に重点的に財政資源を投入するなど、メリハリを付けた実施計画を策定し、

推進を図ること。 
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  ② 市民とのかかわり、意見の聴取及び全職員での徹底した検討 

今後、財政健全化を図っていく過程において、受益者負担の見直しや事務事業

の見直し等、行政サービスの低下ともなるような様々な施策が検討されているが、

市民生活に直結するものもあることから、各種見直しを実施する際には根拠を提

示したうえで、市民の意見を充分に反映させるとともに、理解を求めていく必要

がある。そのための市民との意見交換の仕組みづくりを早急に行うこと。 

また、既存事業を含め、今後の事務事業の更なる見直しにあたっては、財政当局

からの一方的な指示ではなく、現状を把握している担当者を含めた全職員で徹底

した検討を行い、その可否を決定すること。 
 

  ③ 人口減少を踏まえた自治体運営 

全国的にも人口減少が進んでいるなか、国立社会保障・人口問題研究所による

平成２５年３月推計の「日本の地域別将来推計人口」では、平成４７年（2035年）

に本市の人口は７万人を切ると推計されている（表３）。 

本市の人口が将来６万人台となったときにどういう財政需要があるのか。それ

に耐えうる本市の経済を構築するためにはどうあるべきなのかをしっかりと見据

え、必要とされるところに積極政策を打ち出す等、人口減少時代にふさわしい自

治体運営・財政運営に積極的に転換していくこと。 
 

 表３ 「日本の地域別将来推計人口（平成２５年３月推計）」 

 2010 年 2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 

総数 ８９，４０１ ８５，４４４ ８１，６１８ ７７，５８７ ７３，４７８ ６９，４０４ ６５，２８１ 

男 ４３，９５３ ４１，８８４ ４０，０００ ３８，００４ ３５，９３９ ３３，８６５ ３１，７４６ 

女 ４５，４４８ ４３，５６０ ４１，６１８ ３９，５８３ ３７，５３９ ３５，５３９ ３３，５３５ 
 
 （注）この表は、国立社会保障・人口問題研究所のホームページに掲載している『日本の地域別将来推計人口 

   （平成 25 年 3月推計）』男女･年齢(5 歳)階級別の推計結果の市町村編から抜粋したものです。 

    この推計では、平成 22（2010）年の国勢調査を基に、平成 22（2010）年 10 月 1 日から平成 52（2040） 

   年 10 月 1 日までの 30 年間（5年ごと）を推計したものとなっております。 

 

（２）財源の確保に向けた取り組み 

  ① 地元企業の育成も含めた産業振興、地方創生事業の活用 

本市における歳入を確保し、財政の安定運営を図るためには、地元産業の育成

を含めた産業の振興とそれに伴う市民所得の向上が不可欠である。 

国においては、地方創生関連の交付金として今年度も相当数のメニューを各省

庁において設定しており、次年度においても多くの交付金メニューが見込まれて

いる。 

当該交付金は、市が作成する総合戦略を基にその交付対象が決定されることか
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ら、総合戦略の策定にあたっては、必要とされる事業が交付対象となるよう十分

に検討することとし、事業の実施にあたっては、補助率に応じた差分の一般財源

は必要となるものの、本市の発展に真に必要な事業について、当該交付金を積極

的に活用すること。 

また、地方創生の事業には特に民間向けの補助金等が多数計上されているので、

企業収益や市民所得の向上を図る意味でも、積極的に企業にメニューを提示し、

利用してもらえるような仕組みづくりを早急につくること。 
 

  ② 観光の振興 

米沢の観光資源を生かして、いろいろな方に米沢に足を運んでいただき消費を

喚起することが、地元企業・産業の振興、ひいては、税収の確保につながることか

ら、観光地周辺の整備を含めて観光の振興を図ること。 

また、今や観光は全世界に通用する産業資源となっており、国においてはイン

バウンドを推進する訪日促進事業が行われている。観光が地元経済に与える影響

は少なくないものがあり、本市には全国はもとより世界に向けて発信しうる観光

資源が数多くあることから、観光地としてふさわしい、旅行者目線に立った振興

策を策定すること。 
 

  ③ ふるさと納税の積極的推進 

本来のふるさと納税は、「地方で生まれ育ち都会に出てきた方が、育ててくれ

た、支えてくれた、一人前にしてくれた、ふるさとへ、税制を通じて貢献する仕組

み」として制度設計がなされたものであるが、現在は返礼品により寄付をする自

治体が選択されている現状にあり、自治体間における返礼品競争となっている。 

こういった現状を踏まえ、本市においても、本年度から返礼品の見直しを行っ

たことにより大幅に寄付額が増えている状況にあり、さらには本市において生産

される各種の農業製品・工業製品を積極的に全国にＰＲする契機ともなっている。 

ふるさと納税は、単に本市の産品をＰＲするだけでなく、産業振興にも直結す

るものであることから、米沢産の返礼品を幅広く検討、拡充を図るとともに、ホー

ムページ等を通じた情報発信を強力に進めること。 

 

（３）歳出の削減に向けた取り組み 

  ① 新規事業の目的及び成果目標の明確化、新規大型施設整備の抑制 

今後新たに実施しようとする事業については、その必要性や有効性を十分に精

査、検討したうえで、目標及び成果目標を明確化し、本市の発展に具体性をもって

説明できるものについて実施すること。 
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また、現在（仮称）道の駅よねざわの建設や市立病院の建替えなど大型の施設整

備が計画、検討されているが、その他の大型施設の整備については、原則的に抑制

するものとし、種々の必要性からどうしても整備を行う必要がある場合にあって

は、その財源及び完成後の維持管理経費までを含めて検討し、長期的な財政計画

の見通しを確立したうえで実施すること。 
 

  ② 繰出金、補助費等及び維持補修費の抑制 

経常的な支出のうち、他団体と比較して割合の高い繰出金、補助費等及び維持

補修費（表４）について、優先して改善を図ること。 

特に下水道事業会計に対し、市の一般会計から多額の繰出金を支出しているが、

今後の人口減少により、料金収入の減少が危惧される中、当初に整備を行った管

渠の更新に多額の費用が見込まれることなども考慮し、コンパクトシティを目指

す考え方との整合性を図りながら、現在の事業計画の見直しを検討すること。 
 

 表４ 繰出金、補助費等及び維持補修費一覧                 （単位：千円、％） 

№ 市 名 
繰 出 金 補助費等 維持補修費 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

－ 米沢市 ４，８５５，７２２ １３．３７ ４，２５１，９０８ １１．７１ １，２２４，７６９ ３．３７ 

１ 岩見沢市 ３，４３９，２９６ ７．１９ ４，５７３，１５５ ９．５６ １，７９４，１５６ ３．７５ 

２ 北上市 ３，９８７，７９４ １０．２７ ５，１９０，２８１ １３．３６ ５８８，６１９ １．５２ 

３ 横手市 ４，３５９，８０４ ８．３１ ４，１９８，０３５ ８．０ １，６７７，２６０ ３．２０ 

４ 福知山市 ３，９０４，３６５ ９．３２ ３，８５３，９４９ ９．２０ ３４３，１８９ ０．８２ 

５ 中津市 ４，７０７，９３３ １１．４８ １，７５３，２３９ ４．２８ ３０８，１７０ ０．７５ 

６ 市 平 均 ４，２７０，１１０ ９．８６ ３，９９３，３２４ ９．２２ １，１１８，５９５ ２．５８ 
 
 （注）① 総務省ホームページに掲載してある平成 25 年度決算財政状況資料集の市町村の財政状況資料集 

    （１）普通会計の状況なかの性質別歳出の状況によります。 
 
    ② 構成比は、歳出に占める各区分ごとの割合です。 
 
    ③ 各市により、事業会計、企業会計及び特別会計等の設置状況には差異があります。 

 
 

  ③ 公共施設の統廃合 

今後、本市においては公共施設等総合管理計画を策定するとのことであるが、

公共施設白書にも記載されているとおり、施設の総量維持は困難であり、今後の

施設の統廃合は避けて通れない問題である。 

統廃合にあたっては、コンパクトシティを目指す考え方に合わせそれぞれの施

設の必要性を十分に精査したうえで、統廃合に向けた年次を具体的に計画に明示

すること。 

また、学齢人口の減少や義務教育学校の創設などの学制変更等を考慮し、学校
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施設においてもその必要性を検討するとともに、コミュニティセンターとの一体

的利用や学童保育への利用などを検討すること。 
 

  ④ 人件費等のあり方 

昨年度からの財政状況の悪化により、本年４月１日から当分の間、特別職（市

長、副市長など）は、１５％～２０％、職員について、管理職は８％、それ以外の

行政職は６％、技能職（調理師）は５％の給与の削減を実施している。 

議会においても、報酬の８％を減じているところであり、このたびの市の健全

化計画（案）においても、今回の減額により相当の削減効果があるとされている。 

人件費については、他団体との比較においても経常経費に占める割合は低く（表

５）なっているものの、今後については、公務員の給与制度を踏まえつつ、財政状

況等の推移を見極めながら、人件費等のあり方について検討すること。 
 

 表５ 人件費、職員数一覧                          （単位：千円、人） 

№ 市 名 
人件費の額 職員数 

金 額 構成比 経常収支比率 一般職員 うち消防職員 除く消防職員 

－ 米沢市 ４，２８０，７４４ １１．７９ １８．８ ４９９ － ４９９ 

１ 岩見沢市 ５，６８９，８０３ １１．８９ ２０．７ ５０３ － ５０３ 

２ 北上市 ４，８７５，６８３ １２．５５ １９．８ ５５８ － ５５８ 

３ 横手市 ９，２４２，６１６ １７．６１ ２６．３ １，０８４ １７３ ９１１ 

４ 福知山市 ６，６６３，０１６ １５．９１ ２１．６ ６８５ １２３ ５６２ 

５ 中津市 ７，４２８，０５７ １８．１２ ２８．２ ７０１ １０８ ５９３ 

６ 市 平 均 ６，３０３，３８１ １４．５６ ２２．９ ６７２ １３５ ６０４ 
 
  ※ 市単独で消防事務を行っている３市平均の数値です。 
 
 （注）① 総務省ホームページに掲載してある平成 25 年度決算財政状況資料集の市町村の財政状況資料集 

    総括表及び（１）普通会計の状況から作成しております。 
 
    ② 構成比は、歳出に占める各区分ごとの割合です。 

 

  ⑤ 扶助費の適正化 

扶助費については、他団体との比較において著しく高いものではないが、県内

４市との比較において、平均を大きく上回っている現状（表６）にある。 

これは、生活保護の保護率や就学援助の認定率が県内市で最も高いことやその

他自立支援対策、待機児童対策等によるものとの分析  がなされている。 

一方、生活保護に関する支出については、国の制度であり、国の負担金及び普通

交付税によりほぼその全額が措置されていると考えられ、本市財政に与える影響

は軽微であると考えられるものの、働く場所を確保し、就労できるよう自立支援

向けた政策を展開していくことが必要である。 

※ 

※２ 
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また、生活保護は、全国から見て山形県の保護率が低い傾向にあり、その理由と

して多世代の同居率が高いことや地域における人と人とのつながりが強いこと等

が影響しているものと考えられている。 

市民のすべてが「自ら健康で文化的な生活を送れる。」ようにすることは、市政

を運営していくうえでの基本的な考え方であり、扶助費の軽減を図るためにも特

に世代間や地域での助合いを助長するような施策の実施について検討することが

必要であると考えられる。 

なお、扶助費については、常にその支出内容について分析を行うとともに、受給

者の現状把握の意味も含め、実態調査を適正に行うこと。 
 

 ※２ 米沢市財政健全化計画（案）平成２８年度～平成３２年度９ページから１０ページ 
 

 表６ 扶助費、１世帯あたり人員数及び就業人口構成一覧          （単位：千円、人、％） 

№ 市 名 
扶助費 世帯の状況 就業人口構成 

決算額 
経常収支 

比  率 
人 口 世帯数 

１世帯当た 

りの人員 
第１次 第２次 第３次 

－ 米沢市 ６，８３４，８７４ ９．９ ８４，９４５ ３２，６９７ ２．６０ ３．９５ ３４．９１ ５７．９２ 

１ 岩見沢市 ５，３８０，０９６ １０．２ ８６，０５４ ４２，２４３ ２．０４ ９．２３ １７．５０ ７１．０８ 

２ 北上市 ５，７７８，４３９ ７．２ ９３，７６９ ３５，９７７ ２．６１ ７．０７ ３６．３１ ５５．２８ 

３ 横手市 ８，１１８，９９９ ８．６ ９５，９３９ ３４，５４６ ２．７８ １６．７５ ２５．９１ ５７．２７ 

４ 福知山市 ７，６４３，８１８ １０．１ ８０，６８２ ３５，６８９ ２．２６ ６．３０ ２７．５０ ６０．６６ 

５ 中津市 ８，０６６，５０４ ８．６ ８５，３７８ ３７，８８５ ２．２５ ５．３４ ３２．４２ ５８．６５ 

６ 市 平 均 ６，９７０，４５５ ９．１ ８７，７９５ ３６，５０６ ２．４０ － － － 

県
内
４
市 

山形市 １５，９４４，４６２ ８．７ ２５０，５７３ ９９，７６８ ２．５１ ３．８８ １９．７３ ７２．９４ 

鶴岡市 １０，９５６，６０８ ９．４ １３３，１５３ ４８，４０５ ２．７５ ９．９５ ２９．７７ ５９．５５ 

酒田市 ７，８５６，１４４ ７．７ １０８，０９８ ４１，８９３ ２．５８ ８．２７ ２５．３１ ６３．２４ 

新庄市 ２，３４６，５３０ ７．９ ３７，７２５ １３，７３９ ２．７５ ９．７２ ２６．５９ ６２．５３ 

県 市 町 村 平 均 ３３，８８１ １１，９８０ ２．８３ － － － 
 
 （注）① 扶助費の状況は、総務省ホームページに掲載してある平成 25 年度決算財政状況資料集の市町村の財 

     政状況資料集の（１）普通会計の状況から作成しました。 
 
    ② 世帯の状況及び就業人口構成は、それぞれ本市の状況について参考として掲載しております。 
 
    ③ 人口及び世帯数は、平成２７年１月１日現在の総務省の {【総計】市区町村別人口、人口動態及び 

     世帯数} データを利用しております。 
 
    ④ 就業人口構成は、平成２２年度の国勢調査のデータから掲載しております。 

 

  ⑥ 財政健全化策の検証及び現状分析 

今回策定された健全化計画（案）に掲載された各種健全化策のなかには、今後３

年もしくは 5 年間を見通したものが多く含まれ、複数年度にわたり実施されるこ

ととなっている。 
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健全化策については、現段階で想定されたものであり、その時点その時点での

状況の変化もあることから、単年度が終了するごとに必ず現状分析、検証を行い

実効性のあるものとすること。 
 

  ⑦ 市単独補助金等の適正な支出 

各種事業補助及び団体補助については、本市が進める政策に沿って交付される

べきものであり、その執行も適正かつ効果的でなければならないものであること

から、政策目標に沿った執行が行われているのか、担当部署による検査を徹底し、

適正な補助金の執行に努めること。 
 

  ⑧ 除排雪基金の創設 

多くの人に住んでもらえる米沢市とするためにも、雪に負けないまちづくりを

進めていく必要がある。 

そのためには、きめの細かい除排雪が必要となるが、昨今の豪雪による除排雪

経費の増嵩によって、市の財政が一段と悪化するなど、除排雪経費の多寡が財政

状況の逼迫に直結している現状にあることから、除排雪経費の平準化を図るため、

除排雪基金の創設を検討すること。 
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 財政の健全化は、今後の人口減少を見据え早急に進めなければならないものである。 

『健全化計画（案）』に盛り込まれた施策を確実に実行し、財政収支の改善をしない限

り、現在の子供たちの世代にかかる負担は一層重くなることが想定される。 

 少子化が叫ばれて久しい今日、将来の税収を想定し、インフラの整備等にかかる市債

の償還や維持管理経費など、未来世代への負担を少しでも減らしていくのが、今を生き

る我々世代の責務だと強く考えるものである。 

 結びに、健全化計画の具体的な施策の実施にあたっては、本提言を踏まえ適正な見直

しを随時行っていくとともに、市民の意見を十分取り入れながら理解を求め、単年度ご

とに現状分析と検証を行って市民に公表し、実効性の高い計画とすべきことを申し添え

る。 

 

 

 

 

 

 

  １ 委 員 名 簿 

     島 軒  純 一  一新会（委員長） 

     佐 藤  弘 司  公明クラブ（副委員長） 

     木 村  芳 浩  明誠会 

     中 村  圭 介  一新会 

     鈴 木  藤 英  一新会 

     皆 川  真紀子  一新会 

     高 橋    壽  日本共産党市議団 

     太 田  克 典  市民平和クラブ 

 

  ２ 開 催 状 況 

     第１回  平成２７年 ６月１５日（月） 

          協議題 （１）正副委員長の互選について 

              （２）今後の進め方について 
 
     第２回  平成２７年 ６月１９日（金） 

          財政健全化についての勉強会（全議員対象） 

          内容 平成２６年度決算を中心とした米沢市の財政状況について 
 

Ⅳ 参考資料 

Ⅲ おわりに 
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     第３回  平成２７年 ７月１０日（金） 

          協議題 （１）今後の進め方について 

                ① タイムスケジュールについて 

                ② 検討の内容について 
 
     第４回  平成２７年 ７月２１日（火） 

          協議題 （１）経常収支比率に係る他市データの内容検討 
 
     第５回  平成２７年 ７月２９日（水） 

          協議題 （１）経常収支比率に係る他市データの内容検討 
 
     第６回  平成２７年 ８月 ７日（金） 

          協議題 （１）財政健全化策の検討について 
 
     第７回  平成２７年 ８月１８日（火） 

          協議題 （１）財政健全化策の検討について 
 
     総務文教常任委員会協議会 

          平成２７年 ８月２０日（木） 

          財政健全化計画（案）について 
 
     市政協議会 

          平成２７年 ８月２５日（火） 

          財政健全化計画（案）について 
 
     全員協議会 

          平成２７年 ９月１６日（水） 

          財政健全化計画（案）について 
 
     第８回  平成２７年 ９月１６日（水） 

          協議題 （１）財政健全化検討委員会の今後の日程等について 
 
     第９回  平成２７年 ９月２５日（水） 

          協議題 （１）財政健全化に向けての提言の検討について 
 
     第１０回 平成２７年１０月 ９日（金） 

          協議題 （１）米沢市の財政健全化に対する提言（案）の検討について 
 
     第１１回 平成２７年１０月２６日（月） 

          協議題 （１）米沢市の財政健全化に対する提言（案）の最終確認について 

 


